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講演要旨
• 問題点；

• 1. 人口が２０５０年に３割減少

• 2. 人口構成の老年化

• お先真っ暗＜

• マクロ経済から見た私の解決法（労働力輸入をせずに生産性の向上によって）

• １。サービス産業の生産性向上

●サービス産業の生産性向上は従来困難とされていたが、これは

サービスを受ける側の努力で達成できる。

• 例；ンターネットの活用；顧客の囲い込み、ポント、カード等、

⇒高齢者人口の増加に適している、コンピュータ文盲をなくす。

２．資本生産性の向上（金融資産の有効活用）

●世界一大きい一人当たりの流動資産（一人当たり１５００万円、総計１５００兆円）の
有効活用をする。

• 金融資産の有効活用はその６０％を持つ高齢者の努力で可能。

⇒人口構成の変化に適応した解決法



経済学者は経済が分かってない。

◎ゕメリカでの物理学者の活躍：
デリバテゖブ等多くの金融商品の導出
Quantsと呼ばれる金融界で活躍する物理学者たち
Bank of Americaなどの金融界の副社長クラスに物理

学者

◎例えばサブプラム問題に関する私見；
資本家の欲がもたらした社会主義政策
（経済学者はこのことに気づいていない）

◎物理学者は物事の根源を見るのに慣れている。



日本の潜在成長率
（日経新聞、こうした悲観的な予測を覆すには＜）



2050年に。。。



米国サービス産業の生産性の伸び率
（有線電話、出版、卸、小売り等の生産性が製造業の上回っている：サー

ビス産業の生産性向上可能、サエンテゖフゖックゕメリカン誌）



ゕメリカの全産業とサービス産
業の生産性の上昇率比較



労働生産性の日米比較



生産性関係基本データ

• 国民金融資産；１５００兆円（GDPの３倍）、

内６０歳以上；８００兆円。

• ６０歳以上の平均金融資産；３５００万円。

• 政府の試算；ITの活用で在宅勤務拡大；２０２５年
に４００万人増。

• 現在の投信合計わずか４０兆円；資産の３％。

• １９９０~２００３年の生産性の伸び率；全国平均；
製造業で２７％、サービス産業で２８％

• 中部地方ではこれがそれぞれ３１％、４５％。年率
でほぼ２．５~３%



サービス産業の生産性の向上法
消費者側の協力が不可欠

• ITの活用（米国データ参照）

世界で最も進んでいるITンフラを使

てサービス産業の生産性を上げる。←

コンピュータ文盲率をゼロに、全国民

参加が必要 （医療、教育、物流等）。

• ポント、カードなどで消費者にンセン
テゖブを与えて生産性向上に参加してもらう。

• 消費者の囲い込み。



資本生産性の向上法
（金言：リスクを取らないことが最大の

リスク）

• 海外投資で；日本人の流動資産の４分の一
（ ４００兆円）で海外債券を買う、利回り税
込みで６％＝２４兆円（高齢者の年金、医療
費に相当）、この額は日本のGDPの５％。こ
れを複利で３０年続けるとGDPは４．８倍に
なる。

• 日本人一人当たりの流動資産は世界一、経常
収支の黒字（金利収入）だけでやって行ける。



退職者に有利な税法

• 配当控除を用いると、収入が年金だけの
場合には円建てフゔンド（債券フゔンド、
証券フゔンド共）の分配金の所得税はゼ
ロにできる。→

ソブリンフゔンドで年率５％、ハー
ルドフゔンドで８％のリターン可能。



結 論

日本が遅れているサービス産業の生産性向上
（消費者の協力）と世界一大きい一人当たり
の金融資産を有効活用（リスクを取ることに
より、逆にリスクを避ける）すれば少子化問
題から来る経済問題は解決できる。このため
には国民のコンピュータ文盲をゼロに＝

明治維新が成功したのは国民の識字率が世界
一であったことを思い出そう。


